
３．適正な請負代金の設定及び適正な工期の確保を通じた技能者の処遇
改善について

資料 ３



令和４年度下請取引等実態調査（全国）の結果概要（１／２）

建設工事における元請負人と下請負人の間の下請取引の適正化を図るため、下請取引等の実態を把握し、建設業法令
違反行為を行っている建設業者に対して指導を実施

調査の目的

（１）建設業法の遵守状況
○建設工事を下請負人に発注したことのある建設業者（9,261業者）のうち、建設業法に基づく指導を行う必要がない
と認められる建設業者（適正回答業者）は、713業者（適正回答業者率:7.7%（昨年度:10.8%））であった。

○このうち、「下請代金の決定方法」（98.1%）､「契約締結時期」（98.5%）､「引渡し申出からの支払期間」
（97.8%）、「支払手段」（93.2％）などの調査項目については概ね遵守されている状況であった。
○一方、｢見積提示内容｣（19.2%）､「契約方法」（62.5％）、「契約条項｣（43.1%）､「手形の現金化等にかかるコ
スト負担の協議｣（38.5%）など、適正回答率が低い調査項目も見受けられた。

（２）元請負人による下請負人へのしわ寄せの状況
元請負人から「不当なしわ寄せを受けたことがある」と回答した建設業者は1.4%（昨年度:1.2%）で、その内容の
うち、主なものは、「指値による契約」（12.6%）、「追加・変更契約の締結を拒否」 （11.8%） 、「下請代金の
不払い」（11.8%）、「工事着手後に契約」（10.9%）だった。

◇調 査 対 象:全国の建設業者 14,000業者（大臣許可 1,750業者、知事許可 12,250業者）
◇調 査 方 法:郵送による書面調査（令和4年7月27日～令和4年10月24日）

◇調査対象期間 :令和3年7月1日～令和4年6月30日における取引
◇調 査 内 容:元請負人と下請負人の間及び発注者（施主）と元請負人の間の取引の実態等、見積方法（法定福利費、

労務費、工期）の状況、価格転嫁や工期設定の状況、約束手形の期間短縮や電子化の状況、技能労働
者への賃金支払状況 等

◇回 収 業 者 数 :11,079業者（回収率79.1%）
◇集計対象業者数:10,974業者（回収業者数から既に事業活動を終了した建設業者（105業者）を除いた者）

調査結果の概要

調査概要
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（３）発注者（施主）による元請負人へのしわ寄せの状況
発注者から「不当なしわ寄せを受けたことがある」と回答した建設業者は1.3%（昨年度:0.6%）で、その内容で主なものは、
｢発注者側の設計図面不備･不明確、設計積算ミス｣（16.3%） 、「発注者による理不尽な要求・地位の不当利用」
（15.0%）、 「追加・変更契約の締結を拒否」（13.0%） 、 「請負代金の不払い」（7.3%）だった。

（４）法定福利費・労務費の内訳を明示した見積書の活用状況
下請負人に対し、法定福利費の内訳を明示した見積書の交付を働きかけている元請負人は69.3%、労務費の内訳を明示した見
積書の交付を働きかけている元請負人は65.1%だった。また、元請負人に対し、法定福利費の内訳を明示した見積書を交付し
ている下請負人は75.6%、労務費の内訳を明示した見積書を交付している下請負人は66.8%だった。

（５）工期について
下請負人から工期の変更交渉があった際に変更を認めている元請負人は90.3％だった。また、受注者の責によらない事由に
よって工事の完成が難しいと判断した場合、元請負人に対して工期の変更交渉を行ったことがある下請負人は82.1％で、う
ち施工するために通常必要と認められる工期に変更されたのは92.1％だった。

（６）請負代金の額について
下請負人から請負代金の額の変更交渉があった際に変更を認めている元請負人は94.4％だった。また、元請負人との契約書に
価格等の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の定めがある下請負人は45.8％だった。さらに、請負代金の
額の変更交渉を行ったことがある下請負人は52.4％で、うち変更が認められたのは86.0％だった。

（７）約束手形について
手形期間を60日(予定・検討中も含む)としている建設業者は76.8％で、一方、手形期間を60日以内とする予定がないと回答し
た理由としては、「特に理由はないが、現在の手形期間が慣例となっているため」48.1%が最も多くなった。

（８）技能労働者への賃金支払状況
賃金水準を引き上げた、あるいは引き上げる予定があると回答した建設業者は84.2％（昨年度:82.8％）だった。
賃金水準を引き上げた理由として最も多かったのは、「周りの実勢価格が上がっており、引き上げなければ必要な労働者が確
保できないため」45.3%だった。一方、引き上げないと回答した理由としては、「経営の先行きが不透明で引き上げに踏み切
れない」43.1%が最も多くなった。

調査結果の概要

令和４年度下請取引等実態調査（全国）の結果概要（２／２）
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モニタリング調査の実施について

※技能労働者の賃金水準の上昇を図るには、適正な請負代金で
の契約締結が重要。そのため、請負代金や工期などが公平な立
場・協議のもと適正な取引として行われているかの実態を把握

※調査対象工事に係る現場所⾧や支店担当者等 ※発注関係部署の担当者

・工期の進捗状況
・下請負人に対する標準見積書の働きかけ
・法定福利費の明示状況
・法定福利費の算出方法
・契約締結に至る過程での下請負人との協議状況

・請負業者の選定方法
・工期の設定方法（変更に関する申出があった場合の
対応方法を含む）

・価格転嫁について（スライド条項の有無、請負金額
の変更申出があった場合の対応等）
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 調査対象業者

 調査対象工事

 調査方法

 主な調査項目

請負代金や工期などの契約締結の状況についてモニタリング調査を実施し、
標準見積書の活用状況や見積りに基づく協議の状況、代金の支払い状況等について、各地方整備局等に
よるヒアリングを実施。

令和３年度 適正な請負代金での契約締結の状況に係るモニタリング調査

調査概要

令和２年度中に元請として発注者から直接請け負った工事。

調査内容

調査対象業者から、上記調査対象工事の一覧表の提出を求め、その中からヒアリング対象とする
工事をランダムに選定し、それぞれの工事の契約支店・現場所⾧等に対してヒアリングを実施。

完成工事高上位の建設業者を中心に選定。

①工期の進捗状況、②下請負人に対する標準見積書の働きかけ状況、③法定福利費の明示状況、
④法定福利費の算出方法、⑤契約締結に至る過程の下請負人との協議の状況、等。
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令和３年度 適正な請負代金での契約締結の状況に係るモニタリング調査

不適切なおそれのある事案（その１）

① 下請負人への標準見積書の活用等の働きかけを行っていないもの。
② 標準見積書以外の様式を使用している場合で、下請負人から交付された見積書に法定福利費が
内訳明示されていないもの。

③ 法定福利費が明示されているものの、その根拠となる労務費総額など算出根拠が不明確なもの。

１．②の調査結果に加え
① 当該工種における契約金額に占める労務費から想定して、法定福利費が適正に設定されていな

いおそれのあるもの。
② 下請負人が見積書において、法定福利費を内訳明示したにもかかわらず、工事費に含めた上で、

さらに、下請負人が見積もった単価を大幅に減額することにより、法定福利費が適正に設定さ
れていないおそれのあるもの。

設定された法定福利費から想定して、適切な保険に加入していない作業員（偽装一人親方を含
む。）を現場に入場させているおそれのあるもの

１．標準見積書の活用等の働きかけについて

２．契約書・見積書における法定福利費の内訳明示について

３．適切な社会保険に加入していることを確認できない作業員の現場入場について
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令和３年度 適正な請負代金での契約締結の状況に係るモニタリング調査

不適切なおそれのある事案（その２）

① 請負代金内訳書に元請負人が提示した合理的な根拠のない大幅な値引き額があり、それにより
実質的には法定福利費や労務費を賄うことができない請負金額となるおそれのあるもの。

② 元請負人が自らの予算額に基づく請負金額の総額を示し、それに収まるよう下請負人が提示し
た大幅な値引き額について、元請負人において、十分な検証することなく、それにより実質的
には法定福利費や労務費を賄うことができない請負金額となるおそれのあるもの。

調査対象である令和２年度の前年度の同種同等工事における単価に比べて、大幅に安い単価を設
定し、技能労働者の賃金上昇を阻害するおそれのあるもの。

当該工種における契約金額に占める労務費から想定して、労務費相当分の現金払いがされていな
いおそれのあるもの。

施工体制台帳、施工体系図及び作業員名簿の作成や記載内容の真正性の確認等が不十分で、社会
保険加入の徹底や現場に入場した者との契約関係が雇用か請負か不明確なものなど施工体制の的確
な把握が行われていないおそれのあるもの。

４．合理的根拠のない一方的な値引き（指値発注）について

５．技能労働者の賃金上昇を阻害するおそれのある単価設定について

６．労務費相当分の現金支払について

７．適正な施工体制の確立について
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○標準見積書による労務費及び法定福利費の確保について、元請・下請・民間発注者に対して取組を要請。また、地方公共団体に対し、
請負代金内訳書に明示される法定福利費の内訳額の確認等を要請し、実効性を図る

○その際、ＣＣＵＳの能力評価を見据え、技能者の地位や技能に応じた労務費の見積りとその尊重についても推進。

〇「標準見積書の活用等による労務費及び法定福利費の確保の推進について」の概要
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88

見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則 （１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）
〇 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの
出来ない上限を設定
④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日出勤を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日出勤を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

※災害の復旧・復興の事業には、④a、bは適用されません。

○労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し
○違反した場合、雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金
○大手企業は平成３１年４月から、中小企業は令和２年４月から適用
⇒建設業は令和６年４月から適用

建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法） （参考）



工期の適正化 （建設業法第19条、第19条の5・6、第20条、第20条の2、第21条、第34条）

（中央建設業審議会の設置等）

第三十四条（略）

２ 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約約款、入札の参加者の資格に関する基準、予定価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費に関する基準

並びに建設工事の工期に関する基準を作成し、並びにその実施を勧告することができる。

（著しく短い工期の禁止）

第十九条の五 注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に

比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはならない。

（工期等に影響を及ぼす事象に関する情報の提供）
第二十条の二 建設工事の注文者は、当該建設工事について、地盤の沈下その他の工期又は請負
代金の額に影響を及ぼすものとして国土交通省令で定める事象が発生するおそれがあると認め
るときは、請負契約を締結するまでに、建設業者に対して、その旨及び当該事象の状況の把握
のため必要な情報を提供しなければならない。

【建設業法施行規則】
（工期等に影響を及ぼす事象）
第十三条の十一 法第二十条の二の国土交通省令で定める事象は、次に掲げる事象とする。
一 地盤の沈下、地下埋設物による土壌の汚染その他の地中の状態に起因する事象
二 騒音、振動その他の周辺の環境に配慮が必要な事象

（建設工事の見積り等）

第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結する

に際して、工事内容に応じ、工事の種別ごとの材料費、

労務費その他の経費の内訳並びに工事の工程ごとの作

業及びその準備に必要な日数を明らかにして、建設工

事の見積りを行うよう努めなければならない。

２・３ （略）

（建設工事の請負契約の内容）
第十九条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付
しなければならない。
四 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容
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上限規制

労
働
基
準
法
違
反

 改正建設業法第１９条の５の規定の主旨（建設業就業者の⾧時間労働の是正）を踏まえた
適切な運用を確保するためには、「著しく短い工期」の判断に際しては、単に定量的な
期間の短さに着目するのではなく、「工期短縮が⾧時間労働などの不適正な状態を生じ
させているか」に着目することが必要。

 このため、「通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間」とは、単に定量的に
短い期間を指すのではなく、 「建設工事の工期に関する基準」（令和２年７月２０日、
中央建設業審議会 勧告） 等に照らして不適正に短く設定された期間をいう。

 建設工事の工期は、施工環境・施工技術・労働者数等の様々な要素の影響を受けるが、
時間外労働時間との関係において、その他の要素を一定とすると、右の図のように短い
工期と⾧時間労働には相関関係がある。

 特に、令和６年４月からは、建設業についても、時間外労働時間の上限規制の適用を受
けるため、当該上限規制以上の時間外労働は、労働基準法違反となる。

時間外労働時間

工
期

時間外労働時間

工
期

•

•

著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５） ①
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 第196回国会（常会）で成立した「働き方改革関連法」による改正労働基準法に基づき、令和６年４月１日から、建設業者に関しても、
災害時の復旧・復興事業を除き、時間外労働時間の罰則付き上限規制の一般則が適用される。このことを踏まえ、当該上限規制を上回る
違法な時間外労働時間を前提として設定される工期は、例え、発注者と受注者との間で合意されている場合であっても、「著しく短い工
期」と判断される。

① 契約締結された工期が、「工期基
準」で示された内容を踏まえていな
いために短くなり、それによって、
受注者が違法な⾧時間労働などの不
適正な状態で当該建設工事を施工す
ることになっていないか。

② 契約締結された工期が、過去の同種
類似工事の工期と比較して短くなる
ことによって、受注者が違法な⾧時
間労働などの不適正な状態で当該建
設工事を施工することになっていな
いか。

③ 契約締結された工期が、受注者が見
積書で示した工期と比較して短い場
合、それによって、受注者が違法な
⾧時間労働などの不適正な状態で当
該建設工事を施工することになって
いないか。

 見積依頼の際に発注者が受注者に示した条件
 締結された請負契約の内容
 受注者が「著しく短い工期」と認識する考え方
 過去の同種類似工事の実績

 受注者が発注者に提出した見積りの内容
 当該工期を前提として請負契約を締結した事情
 当該工期に関する発注者の考え方
 賃金台帳 等

 「著しく短い工期」の禁止は、当初の契約締結後、当初の契約どおり工事が進行しなかったり、工事内容に変更が生じた際、工期を変
更するために変更契約を締結する場合についても適用される。

 工期の変更時には紛争が生じやすいため、紛争の未然防止を図る観点から、当初の契約の際、公共工事標準請負契約約款第２１条、民
間工事標準請負契約約款（甲）第２９条、または民間工事標準請負契約約款（乙）第１９条（それぞれ「著しく短い工期の禁止」の規
定）を明記しておくことが必要である。

著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５） ②
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著しく短い工期の禁止に違反した場合の措置

〇建設業法（抄）

第十九条の六 （略）

２ 建設業者と請負契約（請負代金の額が政令で定める金額以上であるものに限る。）を締結した発注

者が前条の規定に違反した場合において、特に必要があると認めるときは、当該建設業者の許可をし

た国土交通大臣又は都道府県知事は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができる。

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の勧告を受けた発注者がその勧告に従わないときは、その

旨を公表することができる。

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の勧告を行うため必要があると認めるときは、

当該発注者に対して、報告又は資料の提出を求めることができる。
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日 時：令和4年9月7日 16:00～17:00
出席団体：日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会
テーマ：令和５年度概算要求、建設業の賃金引上げに向けた取組、建設資材の価格高騰、

働き方改革等の推進 等

斉藤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会（R4.9.7）

開催概要

 また、前回の意見交換会で申し合わせた
「概ね３％の賃金上昇の実現を目指して、
全ての関係者が可能な取組を進める」とい
う点について、官民一体となって取り組ん
でいくことを再確認。

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を含め、引き続き、必要かつ十
分な公共事業予算の確保を図っていくこと、業界の実態としても施工余力に問題がない
ことについて再確認。

 さらに、建設キャリアアップシステムの更
なる利用促進、建設資材の価格高騰対策、
働き方改革の推進、インフラDX等を通じた
生産性向上、地方公共団体における入札契
約の適正化等についても議論。
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(１) 最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

(２) 必要な法定福利費相当額や義務化分の有給休暇取得に要する費用のほか、時間外労働時間

を短縮するために必要な費用を反映

(３) 元請企業から技能者に対して直接支給している手当を反映（下請企業を経由する手当は従前より反映）

令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について（１／２）

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値で算出

単価設定のポイント

職種 全国平均値 令和４年度比 職種 全国平均値 令和４年度比

特殊作業員 24,074円 ＋４．０％ 運転手（一般） 21,859円 ＋５．８％

普通作業員 20,662円 ＋５．７％ 型枠工 27,162円 ＋３．８％

軽作業員 15,874円 ＋６．３％ 大工 26,657円 ＋４．９％

とび工 26,764円 ＋４．８％ 左官 25,958円 ＋４．０％

鉄筋工 26,730円 ＋３．６％ 交通誘導警備員Ａ 15,967円 ＋７．１％

運転手（特殊） 25,249円 ＋５．７％ 交通誘導警備員Ｂ 13,814円 ＋６．３％

全 国

全 職 種 （22,227円）令和４年３月比；＋５．２％（平成24年度比；＋６５．５％）

主要12職種※（20,822円）令和４年３月比；＋５．０％（平成24年度比；＋６５．５％）
※「主要12職種」とは通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種

（主要１２職種）
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公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について（２／２）

○全国全職種の伸び率は９年ぶりに５％以上となり、単価の平均値は１１年連続の上昇

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 R05 H24比

全職種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5% → +1.2% → +2.5% → +5.2% +65.5%

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3% → +1.0% → +3.0% → +5.0% +65.5%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

１１年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施
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「公共工事設計労務単価」と「雇用に伴う必要経費」の関係

基本給相当額
（日額相当）

基準内手当
（日額相当）

臨時の給
与の日額
換算

（賞与等）

実物
給与

（食事等）

含まれな
い手当等

（超過勤
務手当
等）

法定
福利費
（個人負担分）

労働者本人が受け
取るべき賃金
（≒労務単価）

この他に事業主が
支払う人件費
（必要経費）

● 労働者本人が受け取るべき賃金を基に、日額換算値（所定内労働時間8時間）として労務単価を設定

⇒ 例えば、日給制の労働者が受け取る日当よりも広い概念。法定福利費も全額反映

● 労務単価には、事業主が負担すべき必要経費（法定福利費、安全管理費等）は含まれていない。

● 事業主が下請代金に必要経費分を計上しない、又は下請代金から必要経費を値引くことは不当行為

法定
福利費

（事業主負担分）

新単価の加重平均 22,227円（100%）

労務
管理
費等

現場作業に
かかる経費

（安全管理費等）

9,113円（41%）

5,112円（23%） 4,001円（18%）

労務単価が22,227円（100%）の場合
には、事業主が労働者一人の雇用に
必要な経費は、31,340円（141%）に
なることに留意が必要

約15～16%

15～16%

※イメージ図
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


適切な価格転嫁に向けて

• 下請企業等との取引において円滑な価格転嫁を進めるため、発注者との契約においても適切な対応を図ること
• 資材業者等に対しても同様の配慮を行うこと

• 建設工事の受注者は、発注者が事業を推進する上での重要なパートナーであり、
また、受発注者間の価格の転嫁が元下間・資材業者等への転嫁に当たっても重要となることから、適切な対応を図るべきこと

• 資材単価の改定を月ごとなど適時に行うこと、状況等を踏まえて単価設定のための調査の時期の前倒し・頻度の増加等の対応をとる
こと、可能な限り最新の時点の単価を用いて積算すること等により、原材料費の最新の取引価格を請負代金へ適切に反映すること

公共・民間それぞれの標準約款に記載されている
請負代金や工期の変更に関する規定（スライド条項
等）を適切に設定すること

受注者や下請企業から協議の申出があった場合は、
適切に応じること等により、状況に応じた必要な
契約変更を実施するなど、適切な対応を図ること

＜契約締結時＞ ＜契約締結後＞
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日本建設業連合会
「建設資材高騰等の現状」より抜粋適切な価格転嫁に向けて
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日本建設業連合会
「建設資材高騰等の現状」より抜粋適切な価格転嫁に向けて
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